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３ 多様なひとが活躍できる基盤づくり

(7) 若者が活躍できる環境づくり

これからの山口県を支える若者の県内就職等を一層推進するため、「新規雇

用２万人創出構想」の実現に向けた企業誘致等の推進や、魅力ある就業の場の

確保など、若者が活躍できる環境づくりを進めます。

（単位 千円）
｢新規雇用２万人創出構想｣の実現

拡若者就職支援センター管理運営費 (再掲 P.15) 170,720

新地域若者サポートステーション機能強化事業 (再掲 P.15) 28,152

・若者就職支援センター機能強化事業 (再掲 P.16) 49,346

拡県内就職総合支援事業 (再掲 P.16) 54,210

拡中小企業制度融資 (再掲 P.18) ［融資枠］ 5,000,000

(創業・新事業展開支援資金)

・企業立地推進強化事業 (再掲 P.81) 11,782

・企業立地促進補助事業 (再掲 P.81) 300,000

新産業団地分譲加速化事業 (再掲 P.81) 139,500

・周南コンビナート造水プロジェクト促進事業 (再掲 P.81) 1,000

・地域中小企業総合経営支援事業 (再掲 P.82) 8,789

新農商工連携促進事業 (再掲 P.82) 35,891

・省エネ・省資源型産業集積促進事業 (再掲 P.83) 30,000

・産業技術センター運営費交付金 (再掲 P.83) 589,692

・産業技術センター施設整備費 (再掲 P.83) 26,000



- 57 -

新雇用のセーフティネット緊急対策事業 11,100

現在の厳しい雇用失業情勢への緊急対策として、県内企業及び離職者等を対象

とした相談窓口を経営者会館内に設置し、雇用の維持や雇用機会の確保の支援を

一体的に推進することにより、県内雇用の安定を図ります。

ＵＪＩターン対策の推進

新早期県内就職支援事業 13,942

若年者の完全失業率や早期離職率が高い水準で推移していることを踏まえ、イ

ンターンシップの実施や合同就職フェアへの参加の支援により、若者の県内就職

の促進を図ります。

◇県内インターンシップの実施

・インターンシップ受入企業の開拓

・大学生等のインターンシップの実施

◇県外進学者のＵターン就職支援

・企業合同就職フェアの開催（平成22年6月）

・県外進学者の県内でのインターンシップ促進

次世代技能者の育成

・次世代技能者育成促進事業 13,945

技能尊重気運の醸成や技能振興等を通じて、優れた技能・技術の確実な継承を

行い、ものづくり人材の持続的育成を図ります。

◇次世代技能者の育成促進

・技能五輪・アビリンピック大会参加選手の育成・派遣

・山口県学生ものづくり競技大会の開催

・先輩メダリスト派遣による技術指導の実施

◇技能尊重気運の醸成

・ものづくりフェスタ2010の開催

・小学校等でのものづくり出前イベントの開催
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・ものづくり人材県内定着促進事業 8,354

ものづくり産業の振興と若者の県内定着の促進を図るため、産業界、教育機関

等が一体となって、高校生のものづくり人材の育成・確保に向けた課題に取り組

むシステムを構築します。

◇関係機関による持続的な連携システムの構築

・ものづくり人材県内定着促進協議会の開催

◇ものづくり人材育成地域連携促進事業

・モデル地域において、企業と学校等の情報交換・意見交換の場を設置し、

連携策の実施に向けた検討・協議、各種調整を実施

拡産業人材育成総合支援事業 (再掲 P.17) 600,172
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(8) 生涯現役社会づくり

高齢者の皆さんが住み慣れた地域で活躍し、安心して生活できる環境の実現

や、県外在住の団塊の世代のＵＪＩターンの促進等による地域の活性化に向け

て、全国に先駆けて取り組んできた「生涯現役社会づくり」のさらなる推進を

図ります。

（単位 千円）
生涯現役社会の実現

・生涯現役社会づくり推進事業 33,932

生涯現役推進センターや生涯現役社会づくり学会等と連携し、団塊の世代など

シニアの社会貢献活動等の促進に向けた実践的な取組みを推進します。

◇高齢者参加型コミュニティ構築支援事業

・シニアグループから、創意工夫ある社会貢献に関する企画提案（オパー

ルプロジェクト）を募集し、優れた提案の実践に対して支援

◇団塊の世代ＵＪＩターン促進事業

・都市部の団塊の世代に向けた県内定住に関する情報提供

◇「やまぐちシニア地域マスターカレッジ」開講事業

・社会参加や地域づくりを担うシニア指導者養成

◇生涯現役社会産学公連携推進事業

・産学公連携推進協議会の運営等

◇山口県健康福祉祭の開催、全国健康福祉祭（ねんりんピック）への参加

高年齢者の就業促進

・いきいきシルバー世代就業支援事業 9,461

高齢化の進展や団塊世代の退職等に伴う労働力人口の減少に対応するため、シ

ルバー人材センターを通じ勤労意欲のある高齢者に多様な就業機会を提供しま

す。
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地域での見守り・支え合い体制の充実

・福祉の輪づくり運動地域福祉力強化推進事業 3,000

地域住民による相互扶助機能の維持強化に向け、一人暮らし高齢者などの要援

護者を地域住民で支え合うとともに、要援護者に必要な支援をコーディネートす

る取組みを推進します。

介護サービス・地域ケアの充実

新緊急介護雇用推進プログラム事業 225,000

離職者等が老人福祉施設等の介護分野で働きながら資格取得ができるよう支援

する「介護雇用プログラム」を実施し、専門的な知識と技能を有する介護労働力

を確保し、地域における介護サービスの充実を図ります。

［資格の種類及び雇用者数］

・介護福祉士 5人程度（更新により23年度まで継続雇用）

・ホームヘルパー２級 50人程度

・福祉人材確保・離職者再就職緊急対策事業 170,832

緊急的かつ総合的な福祉・介護の人材確保対策の実施により、離職者をはじめ

多様な人材の福祉・介護分野への参入・定着を促進します。

◇離職者・潜在的有資格者等就業支援事業（実施主体：介護福祉士養成施設）

・福祉・介護についての各種研修の実施

◇離職者等職場体験事業（実施主体：県（県社協に委託））

・社会福祉施設等において職場体験の実施

◇事業所連携離職者再就職支援等事業（実施主体：県（県社協に委託））

・小規模施設合同での求人説明会等の開催

・助言・指導を行うコーディネーターの設置

◇進路選択学生等支援事業（実施主体：介護福祉士養成施設）

・高校等に対する、福祉・介護の仕事と魅力の紹介

◇福祉・介護人材マッチング支援事業（実施主体：県（県社協に委託））

・福祉人材センターへのキャリア支援専門員配置

・介護職場の労働環境改善のためのアドバイザー派遣

◇キャリア形成訪問指導事業（実施主体：介護福祉士養成施設）

・介護福祉士養成施設教員による施設・事業所職員の訪問研修の実施
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・認知症疾患医療センター事業 4,639

認知症の早期診断の促進や医療と介護の連携強化を図るため、こころの医療セ

ンターに設置している「認知症疾患医療センター」において、認知症疾患患者に

対する適切な医療を提供します。

・認知症コールセンター事業 2,977

県社協に認知症コールセンターを設置し、介護上の悩み等に関する電話相談を

行います。

新経済連携協定(ＥＰＡ)に基づく外国人介護福祉士候補者就労支援事業

3,525

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき、県内施設で受入を行っているインドネシア

及びフィリピンからの介護福祉士候補者に対して日本語研修に係る経費等を助成

し、資格の取得及び就労を支援します。

・介護職員処遇改善等特別対策事業 3,035,673

介護職員の処遇改善に向けた事業者の取組みや、特別養護老人ホーム等の開設

準備に要する経費に対し、助成を行います。

・介護基盤緊急整備等特別対策事業 3,256,198

介護施設等の整備や、既存施設へのスプリンクラーの設置に対して助成を行い

ます。
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(9) 障害者が活躍できる社会づくり

障害のある人が住み慣れた地域で自立して暮らせる環境を創るため、自立に

向けた就労等の支援など、地域生活や社会参加への支援を通じて障害者が活躍

できる社会づくりを進めます。

（単位 千円）
障害者の自立に向けた就労の支援

障害者の自立に向けた地域生活への移行支援

・障害者就労・地域生活支援総合推進事業 80,041

障害者の就労支援や地域生活への移行を促進します。

◇障害者の就労支援

・「工賃倍増計画」に基づき、「工賃倍増支援センター」の設置による事業

所と企業等との仕事のマッチングや相談対応、アドバイザーの派遣等に

より事業所の工賃引上げの取組みを支援

・就労訓練に必要な事業所の設備整備等への助成等

◇地域生活移行の促進

・ケアホーム等の改修等に係る経費の助成

・精神障害者の退院促進に向け、事業所への地域移行推進員の配置

・罪を犯した障害者の地域社会への移行促進を支援するため、地域定着支

援センターを設置

・障害者就労支援特別対策事業 354,983

障害者の自立に向けた就労の支援を行います。

◇事業者経営基盤強化 就労支援サービスを提供する事業者の経営基盤強化

◇工賃引き上げ支援 設備の拡充や就労の内容が充実した事業形態への移

行促進など、工賃引き上げを支援

◇障 害 者 就 労 促 進 一般就労後の職場定着・離職相談等、障害者の就労

を支援
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・障害者自立支援法施行円滑化特別対策事業 844,049

法の円滑な施行を図るため事業者及び障害者の支援を行います。

◇事業者新体系移行支援

・移行後の事務定着に必要な人件費助成等、事業者の新体系移行支援

◇障害者等支援体制整備

・公立体育館等へのスロープ、多目的トイレ等の整備助成

・家族会の支援や、手話通訳の利用促進など、障害者の安心した暮らしを

支援する体制の整備

◇福祉・介護人材の処遇改善事業

・福祉・介護職員の処遇改善に取り組む事業者に対する助成

・障害者地域生活移行支援特別対策事業 96,038

障害者の自立に向けた地域活動への移行の支援を行います。

◇グループホーム・ケアホームの設置等地域移行支援体制整備

・住まいの場の確保・地域住民の理解促進など地域移行を支援する体制整備

◇訪問系サービスの充実

・重度障害者の生活支援サービスの拡充を支援

新共同受発注コーディネーター設置事業 13,000

企業からの様々な発注に対して、複数の授産事務所が共同して受注できる体制

を構築し、授産事業所の受注機会の拡大を図ります。

［実施主体］ 県（県社協に委託）

［内 容］ 共同受発注コーディネーターを配置し、地域ごと、分野ごと

の共同受発注体制の定着に関する事業所調整等を実施

新授産製品アンテナショップ設置事業 18,000

県内のショッピングセンター等にアンテナショップを設置し、授産事業所が生

産する授産製品のＰＲと販売促進を図ります。

［実施主体］ 県（県社協に委託）

［内 容］ アンテナショップに販売促進員を配置し、授産製品のＰＲ活

動及び販売を実施
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拡ユニバーサルデザイン推進事業 4,775

「ユニバーサルデザイン実行計画」に基づく普及啓発や体制整備の取組みを実

施します。

新パーキングパーミット推進事業

・公共施設や店舗等に設置されている身体障害者用駐車場の適正な利用を

促進する利用証制度の導入

［実施主体］ 県（県社協に委託）

［利用証交付対象者］ 身体障害者、高齢者、妊産婦、けが人等

［対象施設］ 公共施設、店舗、宿泊施設、金融機関等

◇ユニバーサルデザイン大賞

・ユニバーサルデザインに配慮した優れた取組みやアイデアの表彰

新ショートステイ利用円滑化事業 10,315

難病などにより医療の必要な障害者を在宅で介護を行っている家族の急病や冠

婚葬祭等の緊急の場合にショートステイを円滑に利用できる体制の整備を図りま

す。

◇医療型ショートステイの推進

・新規に指定を受けるショートサービス提供施設に必要な医療機器等の整

備費を助成

・平常時に当該障害者の訪問看護等を行っている訪問看護師等をショート

ステイ施設に派遣する際の経費を助成

◇福祉型ショートステイの推進

・通常の勤務態勢に加え、夜間等に看護師を配置した施設に対する助成

・平常時に当該障害者の訪問看護等を行っている訪問看護師等をショート

ステイ施設に派遣する際の経費を助成

・施設の看護師・介護職員に対する患者への対応等のノウハウについての

研修
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・重度心身障害者医療対策費 2,444,194

医療費の自己負担分を助成し、重度障害者の経済的負担を軽減します。

［事業主体］ 市町

［事業内容］ 医療保険にかかる自己負担分の一部を助成

（入院時の食事・生活療養の自己負担を除く）

※一部負担金（１医療機関当たり上限額、薬局を除く）

通院 500円／月（１ヶ月2,000円を上限とする。）

入院2,000円／月

※３歳未満児は無料

［事業対象］ 一定程度以上の重度障害者（約43,000人）

［所得制限］ 老齢福祉年金の所得制限を超えない者

［給付方法］ 現物給付方式

［負担割合］ 県1／2、市町1／2

・障害者就業支援事業 22,865

障害者がそれぞれの意欲と能力に応じて、多様な就業機会に挑戦できるよう職

業訓練等を実施し、障害者の就労を支援します。

◇多様な職業訓練

・企業等の事業所現場を活用した実践的職業訓練の拡充等

・職業訓練コーディネーター等による障害者の態様に応じた個別支援の実施

◇障害者就職フェア

・ハローワーク等と連携し、県内６箇所で開催予定

・バス活性化対策事業 8,800

障害者等にも利用しやすいバス輸送サービスの向上を図るため、バス事業者等

のノンステップバス導入に係る経費を助成します。
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就業・生活支援の拠点施設の整備

・社会福祉施設等耐震化等整備特別対策事業 (再掲 P.26) 682,039

新このみ園整備事業 92,134

老朽化した県立知的障害児施設「このみ園」の建て替えを行い、入所児の生活

環境の改善と安全性の向上を図ります。

［㉒事業内容］基本・実施設計、地質調査

障害者スポーツの振興

新障害者スポーツ地域コーディネーター派遣事業 9,000

各地域の学校、障害者施設等に、障害者スポーツ地域コーディネーターを派遣

し、障害者スポーツの情報提供・指導、スポーツ講習会の開催等を行います。

［実施主体］ 県（山口県障害者スポーツ協会に委託）

［内 容］ ・学校、障害者施設での障害者スポーツの情報提供、指導

・障害者スポーツクラブ、スポーツ指導者と連携したスポー

ツ講習会の開催
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(10) 「おいでませ！山口国体」等の開催

来年、平成23年に本県で開催する「おいでませ！山口国体(第66回国民体育

大会)」及び「おいでませ！山口大会(第11回全国障害者スポーツ大会)」を、

県民の英知と情熱を結集し、県民総参加の大会として開催することにより、「県

民力」、「地域力」をさらに大きく飛躍させます。また、両大会の運営に当たっ

ては、簡素・効率化の徹底により経費削減に努めるとともに、開催により培わ

れたノウハウや人材、整備されたスポーツ施設等を、山口県の大切な財産とし

て活用するなど、山口県を元気にする大きな舞台として開催します。

（単位 千円）
国体県民運動の推進

・「おいでませ!山口国体」準備事業 527,300

開催前年を迎え、県民総参加による大会の実現に向けた取組みを強化するとと

もに、簡素・効率化の視点に立った開催準備を推進します。

新競技別リハーサル大会の推進

・市町が行う競技別リハーサル大会の運営費補助（28競技 30大会）

◇国体県民運動の推進

・「がんばれ！やまぐち」応援キャンペーンの展開

・大会運営ボランティア研修等の開催

・リハーサル大会会場等における花いっぱい運動の展開

・スタート！クリーンアップ運動

・開催１年前、開催200日前イベントの開催

◇開催準備の推進

・式典実施マニュアル等の作成

・開・閉会式会場等整備の実施設計

・宿泊対策の実施、輸送・交通体制の整備

◇競技運営体制の整備

・競技役員等の養成（養成目標総数1,800人）

・国体実施要項の作成

◇県外開催競技の準備

・水泳飛込競技会、ライフル射撃競技会

◇広報活動の推進

・公式ポスター作成、イメージソング等を活用した広報の展開

・報道委員会の設置等
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競技力向上対策の強化

・トップアスリート育成事業 500,000

「おいでませ！山口国体」での総合優勝をめざし、飛躍的な競技力の向上と高

い競技水準の維持・定着を図ります。

◇山口国体の総合優勝に向けた取組み

・各競技を全国ベスト４レベルに育成するための強化練習・合宿等に対す

る支援

◇優秀な指導者の養成・確保

・全国トップレベルの指導者による技術指導等

◇強化練習等の充実

・各種競技団体の県外遠征・強化練習等に対する支援

・強化指定校（高校運動部）、トップスポーツクラブの強化練習等に対す

る支援

◇スポーツ医・科学サポート体制の整備 等

全国障害者スポーツ大会の開催準備

・「おいでませ！山口大会」準備事業 141,296

開催前年を迎え、「おいでませ！山口国体」と一体的に準備を進めます。

◇ボランティアの養成

・情報支援ボランティア(600人)、選手団サポートボランティア(養成協力

校10校800人)の養成

新ふれあい広場の設置準備

・各競技会場において選手団と県民の交流を図るためのふれあい広場の設

置計画策定

◇広報活動の推進

・大会公式ポスター、点字版広報紙等の作成

◇競技運営体制の整備

・中央・県内講習会等の開催等

◇競技会場の整備

◇宿泊環境・輸送体制の整備
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・全国障害者スポーツ大会選手育成事業 24,630

全国障害者スポーツ大会の開催に向け、障害者スポーツを支える人材の育成や

選手育成・選手層の拡大を図ります。

◇推進体制

・山口県障害者スポーツ協会組織強化支援

◇競技力向上

・競技講習会、記録会等の開催による選手育成・強化

・障害者スポーツクラブ設置支援

◇人材養成

・障害者スポーツ指導者・ボランティアの養成等

・障害者自立支援法施行円滑化特別対策事業 (再掲 P.63) 844,049

（うちバリアフリー化分 32,415）

全国障害者スポーツ大会に向けた体育館等のバリアフリー化を行います。

県民全体がスポーツに親しむ体制づくり

・地域スポーツ推進事業 4,489

暮らしの中にスポーツが定着した元気県づくりを推進するため、「する・みる

・ささえる」の多様な形態によるスポーツへの参加や、スポーツに親しむことが

できる環境づくりに取り組みます。

◇体験型イベントの開催

・「県民スポーツの日」の定着に向けたイベントを開催し、スポーツの体

験や実践、多様な形態での参加を提案

［時 期］ 平成22年10月11日（体育の日）

［場 所］ 萩市

［内 容］ レクリエーションスポーツ等の体験広場の開催

スポーツの「みかた教室」の開催

研修会等と連携したスポーツボランティアの実践

◇スポーツボランティアの育成

・スポーツボランティア等の地域スポーツ人材の養成研修会の開催
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スポーツ拠点施設等の整備

・維新百年記念公園陸上競技場 2,999,073

［概算事業費］ 約９１億円（主競技場、補助競技場等）

［事 業 内 容］ 陸上競技場建設工事

［供 用 開 始］ 平成23年３月予定

・山口きらら博記念公園水泳プール 2,042,470

［概算事業費］ 約７０億円（設計、建設工事等）

［事 業 内 容］ 水泳プール建設工事

※電光掲示板整備 ２．５億円（宝くじ助成事業）

［供 用 開 始］ 平成23年５月予定

・国体関連施設整備費補助事業 346,048

山口国体の開催に向け、市町が行う競技施設整備を支援し、計画的な施設整備

の促進を図ります。

◇一般競技施設

[補助対象] 国体関連施設の施設改修

[補 助 率] １／２

[実施箇所] 俵田翁記念体育館(宇部市 バレーボール) 他５施設

◇特殊競技施設

[補助対象] 特殊競技基本計画に基づき実施する仮設による施設整備

[補 助 率] 10／10

[実施箇所] 豊田湖ボートコース（下関市） 他４施設

・国体関連設備整備事業 40,354

山口国体の開催に向け、競技用具等の計画的な整備を推進します。

◇競技用具等整備

・飛込、ライフル射撃、ウエイトリフティング、馬術

・市町きらめき支援資金（国体施設整備事業枠）〔融資枠〕 200,000

市町が実施する国体競技施設の整備事業に対し、無利子の融資枠を設定し、支

援します。
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(11) 県民総参加型の地域づくり

「山口きらら博」や「国民文化祭やまぐち」の成果を継承し、地域づくりや

文化環境づくりなど様々な分野で、山口県の推進力である「県民力」、「地域力」

を発揮できるよう、ボランティア活動倍増構想をはじめとした取組みを進め、

県民総参加型地域づくりをさらに進めます。

（単位 千円）
文化活動等の促進

・美術館まちなか交流促進事業 6,409

新美術館子ども芸術文化普及事業 2,800

美術館と地域住民、関係団体が連携・協働して、特色ある文化芸術活動を展開

するとともに、将来を担う子どもたちの創造力育成や芸術文化に対する意識の醸

成を図ります。

《ＨＥＡＲＴ２０１０ 県立美術館》（9月～10月予定）

◇美術館まちなか交流促進事業

・第６４回山口県美術展覧会

・美術館主催によるアートイベント

山口県美術展覧会出身作家紹介ギャラリー、フリーマーケットの開催

・中心商店街での地域イベント

県内作家の作品の展示･販売、アートエコバックの制作・販売

新美術館子ども芸術文化普及事業

・子ども、学生等を対象とした、山口県美術展覧会受賞作家によるワーク

ショップ

《萩まちなかアート 萩美術館・浦上記念館》（9月～10月予定）

◇美術館まちなか交流促進事業

・美術館主催によるワークショップ

萩焼の器作品を使用した料理コンテストの実施等

・地元の文化団体や萩市、市観光協会によるアートイベント

萩焼の器作品を使用した活花の実施等

新美術館子ども芸術文化普及事業

・子ども、学生等を対象とした、陶芸づくり体験
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新萩美術館・浦上記念館陶芸館開館記念展開催事業 15,000

萩美術館・浦上記念館陶芸館の開館を記念して、現代陶芸、伝統工芸をテーマ

にした展覧会を開催し、本県の陶芸文化を広く全国に向けて情報発信するととも

に、地域資源を活用した活力ある地域づくりを進めます。

◇「三輪休雪」展

・萩焼４００年の歴史に培われた技法を制作の基礎としながら、現代感覚

にあふれる独自の表現世界を創出してきた１２代三輪休雪の足跡を紹介

[展示期間] 9月11日～10月24日

[展示作品]「龍人伝説」シリーズ、｢続･卑弥呼の書」シリーズ、初期作品

◇「日本のわざと美」展

・伝統工芸の重要無形文化財保持者「人間国宝」等の作品を展示

[展示期間] 11月3日～12月5日

[展示作品] 萩焼、志野焼、備前焼、唐津焼、染織、漆芸、金工等

※「山口県のわざと美」展を同時開催

・本県指定無形文化財保持者の作品を展示

[展示作品] 萩焼、赤間硯、金工

新伝統的工芸品全国大会開催事業 21,000

県立萩美術館・浦上記念館陶芸館の開館に合わせ、萩市において「伝統的工芸

品月間国民会議全国大会」を開催し、県内伝統的工芸品産業の振興を図ります。

[開催期間] 平成22年11月３日(水)～11月７日(日)

[開 催 地] 萩市

[主要催事] ◇記念式典

・伝統的工芸品月間国民会議全国大会、全国伝統工芸士大会

◇国催事

・伝統工芸ふれあい広場（全国の伝統的工芸品の製作体験等）

・全国伝統的工芸品展（全国の伝統的工芸品の展示販売、日

本伝統工芸士会作品展）

◇地元催事

・県内工芸品展（県内工芸品の製作体験、展示販売等）

・観光物産等ＰＲ(ステージイベント、観光ＰＲ、特産品販売等)
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・山口県総合芸術文化祭推進事業 21,000

県民総参加による文化の創造と多様な文化芸術活動の発表の場として、国民文

化祭で培われたノウハウを生かした総合芸術文化祭を開催します。

[開 催 時 期] １１月初旬

[開 催 場 所] 下関市民会館（主会場）

[事 業 内 容]

（主 会 場）◇県民創作型公演

・県独自の文化資源等をテーマにした県民参加による舞台公演

◇子ども夢プロジェクト

・子どもたちが提案する文化芸術の夢を実現させる舞台

◇地域の取組み

・地域の文化資源を活用した地域おこし等の取組み

（県下全域：５月～１２月）

◇分野別フェスティバル

・音楽、文芸、伝統文化等（２０分野）

県民活動の推進

・ＮＰＯ法人サポート融資事業 ［融資枠］ 200,000

ＮＰＯ法人による社会貢献活動を一層促進するため、事業活動資金に対する金

融支援を行います。

[融 資 対 象]

・県内に事務所があり、原則、法人格取得後３年以上活動実績のあるＮＰＯ

法人の定款に定められた事業に必要な活動資金

[融 資 利 率] 年２．０％

[融資限度額] ５００万円

[融 資 期 間] 運転１年、設備５年
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男女共同参画社会の実現

・男女共同参画推進事業 5,172

男女共同参画社会の実現に向け、「山口県男女共同参画基本計画“ きらめき山

口ハーモニープラン”」に基づき、男女共同参画に関する効果的な普及啓発活動

の展開等により、実践的な取組みを推進します。

◇男女共同参画推進事業者の認証

◇男女共同参画推進月間（10月）における普及啓発

拡配偶者暴力（ＤＶ）対策事業 10,453

配偶者等からの暴力のない社会づくりの実現に向け、「山口県配偶者暴力対策

基本計画」に基づき、普及啓発を行うとともに、市町、関係機関、民間支援団体

等と連携・協働して、被害者への支援を行います。

◇被害者からの相談体制の整備・充実

新被害者に対するグループカウンセリングの実施

◇配偶者暴力防止に関する普及啓発


